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第三者割当増資における発行株式数の確定に関するお知らせ 
 

当社は、平成 28年４月８日開催の取締役会において決議いたしました第三者割当による新株式発行に関し、

割当先である大和証券株式会社より、発行予定株式数の一部につき申込みを行う旨の通知がありましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

（１） 発 行 新 株 式 数  105,100株 

   （発行予定株式数 142,500株） 

（２） 払 込 金 額  １株につき 3,162.77 円 

（３） 払 込 金 額 の 総 額  332,407,127 円 

（４） 

 

増 加 す る 資 本 金 及 び 

資 本 準 備 金 の 額 

 増 加 す る 資 本 金 の 額 166,203,564 円 

 増加する資本準備金の額 166,203,563 円 

（５） 申 込 期 日  平成 28年５月 24日（火） 

（６） 払 込 期 日  平成 28年５月 25日（水） 

 

＜ご参考＞ 

１．今回の第三者割当増資は、平成 28 年４月８日開催の当社取締役会において、公募による新株式発

行（一般募集）及び当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）と同時に決議され

たものであります。 

当該第三者割当増資の内容等につきましては、平成 28 年４月８日付「新株式発行及び株式売出し

に関するお知らせ」及び平成 28 年４月 18 日付「発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ」

をご参照ください。 

 

２．今回の第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

(1) 現在の発行済株式総数 12,086,500株 （平成 28年５月 20日現在） 

(2) 第三者割当増資による増加株式数 105,100株  

(3) 第三者割当増資後の発行済株式総数 12,191,600株  

 

３．今回調達資金の使途 

今回の一般募集及び本件第三者割当増資による手取概算額合計3,320,038,627円について、オペ

レーティング・リース事業において1,000,000,000円及び環境エネルギー事業において

1,000,000,000円をインフラファンド組成のための一時的な立替取得資金に、パーツアウト・コ
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ンバージョン事業において1,320,038,627円を退役航空機の購入資金等の運転資金に充当する予

定であります。充当時期については、それぞれ平成28年12月末までを予定しております。 

なお、オペレーティング・リース事業においては、当社の完全子会社であるＪＰリースプロダ

クツ＆サービシイズ株式会社への融資資金を通じて充当する予定であります。 

 

オペレーティング・リース事業では、リース開始時までにリース物件購入代金等の必要資金を

金融機関からの借入金及び投資家からの匿名組合出資金により調達する必要がありますが、匿名

組合出資金につきましては、将来、投資家に販売（地位譲渡）することを前提に、ＪＰリースプ

ロダクツ＆サービシイズ株式会社が一時的に立替取得をする場合がございます。同様に、環境エ

ネルギー事業では、事業開始以前にソーラーパネル等の施設や権利を一時的に取得する必要があ

るため、取得資金を事業開始以前に獲得し事業開始に備えることが重要となります。両事業にお

いて立替取得能力の拡大は案件組成金額の拡大につながることから、事業拡大のためには立替取

得資金が必要となります。 

パーツアウト・コンバージョン事業は、パーツアウト事業（退役航空機の機体を解体し、その

各部品を在庫管理し、世界中のユーザー（整備会社、リース会社、航空会社等）へ販売する事業）

及びコンバージョン事業（機齢の経った旅客機を輸送機等に改造しリサイクルする事業）から構

成されております。本事業への本格的な参入により、現在のオペレーティング・リース事業にお

けるリース期間の満了時のＥｘｉｔの選択肢の拡大を図り、Ｅｘｉｔをスムーズに進めるための

ツールとして利用することも可能となります。今後パーツアウト・コンバージョン事業を拡大し

ていくためには退役航空機の購入資金等の運転資金の拡充が必要となります。 

 

以 上 


